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平成２３年度東京都電気事業会計決算審査意見書 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象    交通局 

 

２ 審査の方法 

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、電気事業の経営成績及び財政状

態を適正に表示しているかを検証するため、決算諸表、総勘定元帳その他の帳簿及び証拠書類の

照合等を行うとともに、企業管理者から決算についての説明を聴取するなどの方法により審査を

実施した。 

また、本事業の経営状況を把握するため計数の分析を行うとともに、経済性の発揮及び公共性

の確保の観点から事業運営が適切に行われているかを検証した。 

 

３ 審査の期間 

  平成２４年６月６日から同年８月２日まで 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算諸表について 

審査に付された決算諸表は、電気事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認

められる。 

 

２ 事業の運営について 

電気事業は、多摩川水系の３水力発電所において発電した電力を東京電力株式会社に卸販売す

る事業である。 

収支状況は、総収益９億７，８４２万余円に対して、総費用９億１，２５０万余円であり、差

引き６，５９２万余円の純利益となっている。 

財政状況は、資産７６億２，７９９万余円、負債８億１，８００万余円及び資本６８億９９９

万余円となっている。 

経営状況は、引き続き良好なものとなっている。 
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第３ 経営状況の概要 

１ 経営成績について 

平成２３年度における電気事業の経営成績は、表１（詳細は別表１比較損益計算書）のとおり、

総収益９億７，８４２万余円に対し、総費用９億１，２５０万余円であり、差引き６，５９２万

余円の純利益となっている。 

  

（表１）経営成績比較表                   （単位：千円、％） 

増(△)減 
区 分  平成２３年度 平成２２年度 

金額 率 

総収益 978,429 946,926  31,503  3.3

営業収益 973,558 940,387  33,170  3.5

営業外収益 4,871 6,529 △ 1,658 △ 25.4 

特別利益 0 8 △ 8 △ 100.0

総費用 912,509 832,211 80,297  9.6

営業費用 912,498 832,208 80,289  9.6
 

営業外費用 10 3 7  220.0

純利益 65,920 114,714 △ 48,793 △ 42.5

 

（１） 業務実績について 

多摩川水系３水力発電所の販売電力量は表２のとおりであり、全量を東京電力株式会社に卸

販売している。平成２３年度における販売電力量は、１億１，２１０万ｋＷｈであり、前年度

と比較して、４，３０９万ｋＷｈ減少している。 

電力の販売料金は、平成２３年４月１日に契約の改定を行い、平成２３年度中の販売料金は、

表３のとおりとなっている。 

なお、各発電所の概要は、表４のとおりである。 

 

（表２）販売電力量の内訳                  （単位：ｋＷｈ、％） 

増（△）減 年度 
項目 平成２３年度 平成２２年度 

電力量 率 

多摩川第一発電所 56,753,765 79,686,961 △ 22,933,196 △ 28.8

多摩川第三発電所 53,265,000 73,039,000 △ 19,774,000 △ 27.1

白丸発電所 2,085,795 2,476,913 △ 391,118 △ 15.8

計 112,104,560 155,202,874 △ 43,098,314 △ 27.8
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（表３）販売料金 

契 約 期 間 平成２３年４月から平成

２４年２月まで 

平成２４年３月 

基本料金（千円／月） ６４，２６７ ６４，２７７ 

従量料金（円／ｋＷｈ） １．７５ 

  （注）３発電所共通 

 

 （表４）発電所の概要 

区  分 多摩川第一発電所 多摩川第三発電所 白丸発電所 

使 用 開 始 日 昭和３２年１２月 昭和３８年２月 平成１２年１１月

出力（最大）ｋＷ １９，０００ １６，４００ １，１００

有効落差（最大）ｍ  １０６．７４   ７０．５５ ２４．０５

 

（２）収益について 

総収益は、表５のとおり、９億７，８４２万余円であり、前年度（９億４，６９２万余円）

と比較して、３，１５０万余円（３．３％）増加している。 

営業収益は、９億７，３５５万余円であり、前年度（９億４，０３８万余円）と比較して、

３，３１７万余円（３．５％）増加している。これは、電力料が１，２２６万余円増加したこ

とによるものである。 

営業外収益は、４８７万余円であり、前年度（６５２万余円）と比較して、１６５万余円（２

５．４％）減少している。これは、主に受取利息の減少によるものである。 

 

（表５）収益比較表                           （単位：千円、％） 

平成２３年度 平成２２年度 増(△)減 年度 

項目 金額 構成比 金額 構成比 金額 率 

営業収益 973,558 99.5 940,387 99.3 33,170 3.5

電力料収入 958,859 98.0 925,949 97.8 32,909 3.6

電力料 967,396 98.9 955,133 100.9 12,263 1.3 

渇水準備引当金 

引当 
△ 8,537 △ 0.9 △29,183 △ 3.1 20,646 70.7

 

雑収入 14,699 1.5 14,438 1.5 261 1.8

営業外収益 4,871 0.5 6,529 0.7 △1,658 △ 25.4

特別利益 0 0 8 0.0 △    8 △100 

総収益 978,429 100 946,926 100 31,503 3.3

 

（３）費用について 

総費用は、表６のとおり、９億１，２５０万余円であり、前年度（８億３，２２１万余円）

と比較して、８，０２９万余円（９．６％）増加している。 
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なお、給与費及び職員数等は、表７のとおりとなっている。 

 

（表６）費用比較表                          （単位：千円、％） 

平成２３年度 平成２２年度 増(△)減 年度 
 
項目 金額 構成比 金額 構成比 金額 率 

営業費用 912,498 100.0 832,208 100.0 80,289  9.6

人件費 274,515 30.1 240,725 28.9 33,789  14.0

物件費 467,454 51.2 419,737 50.4 47,717  11.4 

減価償却費 170,529 18.7 171,746 20.6 △ 1,217 △ 0.7

営業外費用 10 0.0 3 0.0 7  220.0

総費用 912,509 100 832,211 100 80,297  9.6

 

   （表７）給与費明細表                   （単位：千円） 

年度 

項目 
平成２３年度 平成２２年度 増（△）減 

給料 110,026 109,946 80 

手当 87,143 88,444 △ 1,301 

法定福利費 38,261 36,453 1,808 

計 235,431 234,843 587 

職員数 24 人 25 人 △ 1 人 

平均年齢 43 歳 2 月 41 歳 2 月 2 歳 

職員一人当たり給与費 6,798 千円 6,576 千円 222 千円 

   （注）１ 職員数及び平均年齢は、年度末現在である。 

      ２ 職員１人当たりの給与費は、（給料＋手当）÷月当たり平均職員数である。 

 

以上の結果を事業の収益性を示す経営比率について見ると、表８のとおりとなっている。 

 

   （表８）経営比率 

年度 
項目 

平 成
１９年度

平 成
２０年度

平 成
２１年度

平 成 
２２年度 

平 成 
２３年度 

算式 

経営資本営業利益率（％） 0.2 1.8 0.2 1.5  0.8  
営業利益

経営資本

営業収益営業利益率（％） 1.3 13.6 1.4 11.5  6.3  
営業利益

営業収益

経営資本回転率（回） 0.13 0.13 0.12 0.13 0.13 
営業収益

経営資本

総費用対総収益比率（％） 97.2 84.6 97.5 87.9  93.3  
総費用 

総収益 
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２ 財政状態について 

（１）資本的収支について 

資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支の状況は、表９のとおりである。 

資金収支の状況は、表１０のとおり、差引額は１億１，５２３万余円の財源不足となってい

る。これを損益勘定留保資金等で補塡した結果、全体としては１億７，９６２万余円の財源余

剰となっている。 

なお、当年度末における資金残高は、表１１のとおりである。 

 

（表９）資本的収支比較表                     （単位：千円、％） 

増（△）減 年度 
項目 

平成２３年度 平成２２年度
金額 増減率 

資 本 的 収 入 0 0  0  0

資 本 的 支 出 115,236 183,366 △ 68,129 △ 37.2

建 設 改 良 費 115,236 183,366 △ 68,129 △ 37.2

資 本 的 収 支 △ 115,236 △ 183,366  68,129  37.2

 

（表１０）資金収支表                        （単位：千円） 

支     出 収     入 

資本的支出 (A) 115,236 資本的収入 (B) 0

翌年度繰越工事資金 (C) 0 前年度繰越工事資金 (D) 0

計 (E=A+C) 115,236 計 (F=B+D) 0

 資本的収支資金不足額 (G=F-E) 115,236

（補塡財源内訳） 

当年度純利益 65,920

損益勘定留保資金 223,458

(減価償却費) 170,529

(退職給与引当金) △6,644

(修繕準備引当金) 21,194

(渇水準備引当金) 8,537

 

(固定資産除却損) 

消費税等資本的収支調整額 

29,840

5,487

 計 (H) 294,865

収益的収支資金剰余額 (I=H) 294,865  

当年度資金剰余額 (J=I-G) 179,629  

合      計 (E+J) 294,865 合      計 (F+H) 294,865

 

 

 



 - 6 -

（表１１）年度末資金残高表                     （単位：千円） 

年度
項目 

平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度

流動資産（Ａ） 3,089,699 3,145,053 3,139,845 3,196,459 3,501,272

流動負債（Ｂ） 346,480 325,322 274,445 138,780 263,961

年度末資金残高 
（Ａ－Ｂ） 2,743,219 2,819,731 2,865,400 3,057,679 3,237,310

 

（２）資産及び負債・資本について 

平成２３年度末における資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりであ

る。 

資産総額は、７６億２，７９９万余円であり、前年度（７４億１，３８０万余円）と比較し

て、２億１，４１９万余円（２．９％）の増加となっている。これは、主に流動資産で預金が

３億８０３万余円増加したことによるものである。 

負債総額は、８億１，８００万余円であり、前年度（６億６，９７３万余円）と比較して、 

１億４，８２６万余円（２２．１％）の増加となっている。これは、固定負債のうち退職給与

引当金が６６４万余円減少したものの、流動負債のうち営業未払金が７，１３２万余円、その

他未払金（改良工事費に係る未払金）が４，９３９万余円それぞれ増加したことによるもので

ある。 

資本総額は、６８億９９９万余円であり、前年度（６７億４，４０７万余円）と比較して、

６，５９２万余円（１．０％）増加している。これは、利益剰余金が６，５９２万余円増加し

たことによるものである。 

以上の財政状態を財務比率の推移で見ると、表１２のとおりである。 

 

   （表１２）財務比率                            （単位：％） 

年度 
項目 

平 成 
１９年度 

平 成 
２０年度 

平 成 
２１年度 

平 成 
２２年度 

平 成 
２３年度 

算式 

流動比率 891.7 966.8 1,144.1 2,303.3 1,326.4 
流動資産

流動負債

自己資本構成比率 87.1 89.6  90.2 91.0 89.3 
自己資本

総資本 

固定長期適合率 66.9 64.1 63.5 62.5 60.6 
固定資産

長期資本

   （注）自己資本＝長期資本＝資本金＋剰余金 

       

 

３ 建設改良事業について 

建設改良事業は、予算額２億６，３００万円に対し、決算額１億１，５２３万余円で、不用

額は１億４，７７６万余円となっている。 

予算額に対する執行率は４３．８％であり、その主な内容は、多摩川第一発電所保護継電器

盤製造(７，９５０万円)、多摩川第一発電所監視用カメラ設備（８８８万余円）に係る経費で

ある。 
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不用額は、１億４，７７６万余円であり、その主な内容は、多摩川第三発電所取水口巻上機

更新の中止によるものである。 



（別表１）　 比 較 損 益 計 算 書

（単位：円、 ％）

平成２３年度 平成２２年度

科                  目 金  　　額 金  　　額
（Ａ） （Ｂ）

営  業  収  益 973,558,443 940,387,772 33,170,671 3.5

電 力 料 収 入 958,859,167 925,949,541 32,909,626 3.6

雑   収   入 14,699,276 14,438,231 261,045 1.8

営  業  費  用 912,498,435 832,208,523 80,289,912 9.6

水 力 発 電 所 費 742,798,484 681,847,115 60,951,369 8.9

送   電   費 29,842,933 29,502,651 340,282 1.2

発 電 管 理 費 139,857,018 120,858,757 18,998,261 15.7

営  業  利  益 61,060,008 108,179,249 △ 47,119,241 △ 43.6

営  業  外  収  益 4,871,040 6,529,761 △ 1,658,721 △ 25.4

受取利息及び配当金 3,267,747 4,987,396 △ 1,719,649 △ 34.5

一般会計補助金 1,271,000 1,203,000 68,000 5.7

雑   収   益 332,293 339,365 △ 7,072 △ 2.1

営  業  外  費  用 10,678 3,337 7,341 220.0

経  常  利  益 65,920,370 114,705,673 △ 48,785,303 △ 42.5

特　別　利　益 0 8,501 △ 8,501 △       100  

当年度純利益 65,920,370 114,714,174 △ 48,793,804 △ 42.5

前年度繰越利益剰余金 112,383 398,209 △ 285,826 △ 71.8

当年度未処分利益剰余金 66,032,753 115,112,383 △ 49,079,630 △ 42.6

増 （△） 減

金  　　額
（Ｃ＝Ａ－Ｂ）

        率
（Ｃ／Ｂ×100）

－8－



（単位：円、％）

科　　　　　　　　目

固  定  資  産 4,126,721,719 54.1 4,217,343,952 56.9 △ 90,622,233 △ 2.1

有 形 固 定 資 産 4,110,979,550 53.9 4,207,269,470 56.7 △ 96,289,920 △ 2.3

電 気 事 業 4,080,285,206 53.5 4,176,514,339 56.3 △ 96,229,133 △ 2.3

有 形 固 定 資 産 8,541,537,526 112.0 8,540,811,086 115.2 726,440 0.0

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,461,252,320 △ 58.5 △ 4,364,296,747 △ 58.9 △ 96,955,573 2.2

関       連 30,694,344 0.4 30,755,131 0.4 △ 60,787 △ 0.2

有 形 固 定 資 産 59,663,157 0.8 58,982,778 0.8 680,379 1.2

減 価 償 却 累 計 額 △ 28,968,813 △ 0.4 △ 28,227,647 △ 0.4 △ 741,166 2.6

無 形 固 定 資 産 2,272,643 0.0 2,975,735 0.0 △ 703,092 △ 23.6

電 気 事 業 40,375 0.0 40,375 0.0 0         0

関       連 2,232,268 0.0 2,935,360 0.0 △ 703,092 △ 24.0

建 設 仮 勘 定 12,431,479 0.2 6,060,700 0.1 6,370,779 105.1

電 気 事 業 11,980,479 0.2 6,060,700 0.1 5,919,779 97.7

関       連 451,000 0.0 0      0 451,000 －

投        資 1,038,047 0.0 1,038,047 0.0 0         0

その他投資 20,050 0.0 20,050 0.0 0         0

関       連 1,017,997 0.0 1,017,997 0.0 0         0

流  動  資  産 3,501,272,265 45.9 3,196,459,864 43.1 304,812,401 9.5

預          金 3,420,126,714 44.8 3,112,087,998 42.0 308,038,716 9.9

営 業 未 収 金 79,870,494 1.0 83,168,866 1.1 △ 3,298,372 △ 4.0

1,275,057 0.0 1,203,000 0.0 72,057 6.0

資　産　合　計 7,627,993,984    100 7,413,803,816    100 214,190,168 2.9

固 定 負 債 554,038,489 7.3 530,949,782 7.2 23,088,707 4.3

修繕準備引当金 306,523,290 4.0 285,328,351 3.8 21,194,939 7.4

渇水準備引当金 37,721,724 0.5 29,183,915 0.4 8,537,809 29.3

退職給与引当金 209,793,475 2.8 216,437,516 2.9 △ 6,644,041 △ 3.1

流 動 負 債 263,961,744 3.5 138,780,653 1.9 125,181,091 90.2

営業未払金 142,958,934 1.9 71,636,803 1.0 71,322,131 99.6

その他未払金 105,177,450 1.4 55,779,800 0.8 49,397,650 88.6

預    り    金 1,114,660 0.0 1,155,850 0.0 △ 41,190 △ 3.6

未払消費税及び地方消費税 14,710,700 0.2 10,208,200 0.1 4,502,500 44.1

負   債   合   計 818,000,233 10.7 669,730,435 9.0 148,269,798 22.1

資  本  金 2,412,560,370 31.6 2,412,560,370 32.5 0         0

自 己 資 本 金 2,412,560,370 31.6 2,412,560,370 32.5 0         0

減債積立金組入額 1,632,549,370 21.4 1,632,549,370 22.0 0         0

その他剰余金組入額 780,011,000 10.2 780,011,000 10.5 0         0

剰  余  金 4,397,433,381 57.6 4,331,513,011 58.4 65,920,370 1.5

資 本 剰 余 金 1,646,411,628 21.6 1,646,411,628 22.2 0         0

事業施設受贈財産評価額 1,305,921,342 17.1 1,305,921,342 17.6 0         0

国 庫 補 助 金 340,490,286 4.5 340,490,286 4.6 0         0

利 益 剰 余 金 2,751,021,753 36.1 2,685,101,383 36.2 65,920,370 2.5

利 益 積 立 金 58,000,000 0.8 52,000,000 0.7 6,000,000 11.5

中小水力発電開発改良積立金 1,297,931,000 17.0 1,256,223,000 16.9 41,708,000 3.3

建 設 改 良 積 立 金 1,329,058,000 17.4 1,261,766,000 17.0 67,292,000 5.3

当年度未処分利益剰余金 66,032,753 0.9 115,112,383 1.6 △ 49,079,630 △ 42.6

前年度繰越利益剰余金 112,383 0.0 398,209 0.0 △ 285,826 △ 71.8

当 年 度 純 利 益 65,920,370 0.9 114,714,174 1.5 △ 48,793,804 △ 42.5

資   本   合   計 6,809,993,751 89.3 6,744,073,381 91.0 65,920,370 1.0

負  債  資  本  合  計 7,627,993,984   100 7,413,803,816   100 214,190,168 2.9

増　（△）　減

率 

（Ｃ／Ｂ×100）

金　　額

（Ｃ＝Ａ－Ｂ）

営業外未収金

（別表２）　 比 較 貸 借 対 照 表　 

平　成　２２　年　度

金　　額

（Ｂ）

構成比

平　成　２３　年　度

金　　額
構成比

（Ａ）

1B
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